
自治体における先進的な取組事例



設置・購入に係る助成制度（令和7年度現在）

区 分 分電盤タイプ 簡易タイプ等※1

主な木造住宅
密 集 地 域

・設置費の2分の1（上限４万円）
・新築時の場合は一律1万円

・購入費の全額（上限３千円）

・高齢者のみ世帯等※2には無償の
事前訪問相談、取付助成を実施

その他地域
・設置費の3分の1（上限2万6千円）
・新築時の場合は一律6千円

―

※１ 簡易タイプ、コンセントタイプ
のうち、一般財団法人日本消防設
備安全センターの推奨証の交付を
受けているもの（一部を除く）
※2 65歳以上の方、障害者手帳
の交付を受けている方、要介護者
又は要支援者の方、中学生以下の
方のみで構成されている世帯

これまでの助成実績（平成29年度以降の累計） ※令和7年1月28日現在

○分電盤タイプ：主な木造住宅密集地域… 445件【平成29年度～】
 その他地域………………2,992件【令和元年度～】

○簡易タイプ等：主な木造住宅密集地域…4,993件【令和5年度～】

（1）啓発物等の作成・送付
○主な木造住宅密集地域に所在する全世帯（約33,000世帯）に対して、助成制度の案内及び啓発の内容を含めた冊

 子等を送付
○感震ブレーカーの有用性及び助成内容を紹介するチラシを作成し、区役所・消防署に配架するほか、地域説明時や
イベントでの啓発ブース出展時に配布

○助成制度の申請期間の後半に、リマインドとして案内チラシを再度送付（R7のみ）
（2）地域での啓発活動

○関係学区連絡協議会での説明会等（19学区で37回実施）
○関係学区での組回覧の依頼（6学区で実施）
○関係学区等地域イベント（夏祭り、防災訓練等）での啓発活動等
（学区関係団体等：24回実施、大規模商業店舗等：5回実施）

○消防署の戸別訪問事業に同行した啓発活動（R6のみ）
（682戸に訪問、236戸に説明、81件の助成申込）

主な木造住宅密集地域の設置促進の取り組み（令和6,7年度実績）

【送付物】

取組事例①（名古屋市）

9年度間の取り組みで

累計約8,400戸に助成



設置・購入に係る補助制度（令和7年度現在） ※１ 簡易タイプのうち、設置推進事業のご案内に記載されている対象機器
※２ 簡易タイプの機器に応じた金額を申請者に機器費用の一部として負

 担してもらう

○対象世帯に対し、わかりやすい補助制度の案内及び啓発の内容を含めた
チラシを用いて、戸別訪問や機器選定の相談会を実施。

〇チラシは感震ブレーカーの説明、対象となる機器や金額、対象地域等につ
いて詳細にわかりやすくまとめられており、申請用紙と一体化することで、
申請しやすい工夫がされている。

補助制度に関するチラシを工夫

【補助制度の案内チラシ】

区 分 簡易タイプ※1 取付支援

重点対策地域 ・無償 ・高齢者・障害者世帯
への取付代行その他地域 ・器具代を一部補助※２

チラシ最終頁を切り離して折りたたむと
そのまま郵送が可能

チラシの詳細はこちら

取組事例②（横浜市）



○「鳥取県震災対策アクションプラン」策定（平成22年12月）
 ・10年間での目標値（延焼が想定される住宅密集地域への設置率17％（H31時点）⇒50％（R10））設定
 ・鳥取県地域防災計画に減災目標を明記

○「鳥取県防災及び危機管理に関する基本条例」制定（平成21年７月）
 ・平成21年７月制定時より建築物の耐震改修の促進について規定
 ・令和６年７月改正により感震ブレーカーの導入等について、県民の責務（役割）としてより明確化

○市町村に対する補助制度創設（令和６年７月）
 ・補助率：市町村負担額の1/2（対象経費の1/3を限度）、補助上限金額：0.7～2万円/件等
補助対象経費：感震ブレーカー設置経費

〇鳥取県感震ブレーカー普及協議会の発足（令和６年７月）
〇設置状況調査（電子アンケート等）
〇県内防災士対象アンケート（認知度、設置状況、設置希望タイプ等）

○鳥取県ホームページ上に「鳥取県感震ブレーカー普及協議会」を常設し、県内市町村やパートナー団体と連携協
力し情報提供を行う

⇒昨年度会議発足時のパートナー数39団体から48団体へ増加
○市町村による補助制度創設の検討
⇒補助実施自治体（県内１９市町村中） １５市町村（令和６年度末時点） → １８市町村（令和７年度１月時点）
※未実施の自治体についても実施に向けて前向きに検討中

鳥取県の取組

取組の進捗

取組事例③（鳥取県）



○仙台市は、包括連携協定締結事業者等と共に、地震火災リスクおよび損害の低減に向けて、国際的な防災指針「仙台
 防災枠組2015-2030」が示す優先行動に資する取り組みをイノベーションにより創出し、持続可能なエコシステムとして
地域に定着させることを目指す、産学官金民連携による防災共創コンソーシアム「Xross Innovation BOSAI（クロス・イノ
ベーション・ボウサイ）」を立ち上げた。

○宮城県が2024年に公表した「長町－利府線断層帯地震」の被害想定によれば、仙台市内で火災による死者数は845
人、焼失建物は17,825棟にのぼるとされていることから、コンソーシアムでは、地震時に自動で電源を遮断する「感震
ブレーカー」の普及や、火災防止行動を市民に浸透させる取り組みを進めていく。

〇取り組みにおける具体的な数値目標として、2028年3月末までの3年間で、甚大な被害が見込まれる65,000世帯にお
ける感震ブレーカーの設置率を30％以上へ引き上げるとともに、火災防止行動の認知率を90％まで高めることを目指
す。これらにより、長町－利府線断層帯地震による死者数を半減させることを目指している。

「Xross Innovation BOSAI」

取り組みの背景と目標

取組事例④（仙台市）



○香川県では、感震ブレーカーの普及推進に関する計画を策定し、県のホームページで公表。
○県内自治体の相談窓口をまとめ、住民に対して情報提供を実施。

感震ブレーカーの普及推進に関する計画の策定

取組事例⑤（香川県）

出典:香川県ホームページ（https://www.pref.kagawa.lg.jp/kikikanri/kasai/kanshin_breaker.html）

https://www.pref.kagawa.lg.jp/kikikanri/kasai/kanshin_breaker.html


○西宮消防局では65歳以上の高齢者世帯について感震ブレーカーの取付支援を実施している。対象となる機器は電
 気工事の発生しないものに限定。

取付支援制度

取組事例⑥（西宮市消防局）

【取付支援のリーフレット】 【取付支援の様子】
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